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指定管理者関連事業

「CONNECT TO THE FUTURE」
世界に誇るリーディングポート・東京港の未来へつなぐ

　20日に開港記念日を迎えた東京港は、 国内の外貿コンテナ貨物の約4分の1、 東日本で輸出入される外貿コンテナ貨物の約6割を取り扱う、 国内トップのコ
ンテナポートだ。 また、 成田国際空港に次ぐ、 国内第2位の約23兆円の貿易額を記録するなど、 日本経済をけん引し、 国民生活を支える重要な役割を担ってい
る。 一方で世界経済の構造的な変化、 技術革新の進展、 加えて地球規模の環境問題など、 東京港を取り巻く経済・物流情勢は目まぐるしく変化している。 東京
港は、 機能強化を大胆に進めていくことで、 世界トップクラスの効率性やサステナビリティを実現し、 グローバルサプライチェーンの中核として、 DX、 脱炭素
化を強力に推進していく計画だ。

　20日に開港記念日を迎えた東京港は、 国内の外貿コンテナ貨物の約4分の1、 東日本で輸出入される外貿コンテナ貨物の約6割を取り扱う、 国内トップのコ
ンテナポートだ。 また、 成田国際空港に次ぐ、 国内第2位の約23兆円の貿易額を記録するなど、 日本経済をけん引し、 国民生活を支える重要な役割を担ってい
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化を強力に推進していく計画だ。 《写真提供》 東京都港湾局
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―Container Vision 2050を
踏まえ、東京港コンテナ
ターミナルの将来像を教
えてください。
「 Tokyo Container

Vision 2050」では、2050年
の将来像として、「東京港
の機能強化を大胆に進めて
いくことで、世界トップク
ラスの効率性やサステナビ
リティを実現し、グローバ
ルサプライチェーンの中核
として、日本の経済成長を
けん引し、国民生活を守
る」ことを掲げている。将
来像の実現に向けて、中長
期な視点からさまざまな取
り組みを戦略的に実施し、
重要な物流拠点としての役
割を果たし続けていきた
い。
同ビジョンでは、コンテ
ナターミナルをバージョン
アップし、施設能力の大幅
な向上と世界トップクラス
の効率性を実現するととも
に、DXの推進で荷役機械
の遠隔操作やコンテナ搬出
入予約制の推進などを進め
る。また荷主企業の連携で
オフピーク搬出入の試行を
重ねていくとともに、モー
ダルシフトを進め、サプラ
イチェーンの効率化にも取
り組んでいく。
一方、グリーン電力など
再生可能エネルギーや水素
を活用したゼロエミッショ
ンターミナル実現に向け、
官民連携による脱炭素化の
推進に取り組んでいく方針
だ。働きやすい環境づくり
や大規模災害に備えた強靭
なターミナルを構築するな
ど、サステナビリティを推
進していく。加えて、東京
港埠頭の経営基盤の強化、
海外港湾や関係行政機関と
の連携強化などにより、推
進体制を強化していく方針
だ。

―中央防波堤外側の整備、
大井コンテナふ頭の再
編整備など今後のコン
テナ機能拡充計画
　東京港は現在でも施設容
量を上回るコンテナ貨物を
取り扱っており、今後の貨
物需要を鑑みると、コンテ
ナふ頭の機能強化は喫緊の

課題だ。このため、新規ふ
頭の整備や既存ふ頭の再編
整備を推進するとともに、
DXによる物流効率化や脱
炭素化を推進していく。
新規ふ頭の整備について
は、中央防波堤外側コンテ
ナふ頭Y3は、約14,000TEU
級の大型コンテナ船に対応

する水深16mの高規格ター
ミナルであり、東京港の機
能強化を図る上で重要なふ
頭だ。国土交通省の直轄事
業として国と都で連携して
整備を進めており、岸壁本
体であるジャケットの据付
工事に着手したところだ。
引き続き、相互に連携をし
ながら2028年度の大井コン
テナふ頭の再編整備に確実
に着手できるよう、完成を
目指していく。
既存ふ頭の整備について
は、ビジョンで掲げている
コンテナターミナルの拡
張、DXの推進、脱炭素化
の推進の3点の基本方針の
下、今後、事業者の皆様と
連携しながら、再編整備を
着実に進めていきたい。青
海公共コンテナふ頭では、
現在、2029年度の整備完了
に向け、ヤード拡張や岸壁
の延伸を進めている。ま
た、東京港で初となる遠隔
操作RTGの導入を進めて
おり、今年度中に一部エリ
アにおいて供用開始の予定
だ。
一方、大井コンテナふ頭

は、再編整備に向け、ター
ミナル借受者や港湾運送事
業者との間で検討を進めて
いる。具体的には、ふ頭の
拡張を視野に入れながら、

管理棟やゲート、コンテナ
蔵置スペースなどの最適な
レイアウトについて検討、
意見交換している。

―オフピーク搬出入や混雑
状況の「見える化」など
交通混雑解消に向けた取
り組み
東京港における交通混雑
の要因の一つとし
て、貨物の引き取り
のため来場するトラ
ックが特定の時間帯
に集中することが挙
げられる。このた
め、都ではトラック
の来場時間の平準化
を図るため、さまざ
まな取り組みを進め
ている。都は混雑状
況の見える化に向け
て、2021年度からト
ラックに搭載した
GPS端末を活用し
て、待機時間など、
リアルタイムの混雑
状況を発信してい
る。また、昨年11月
からは、各ターミナ
ルの時間帯別・曜日

別・月別の混雑傾向を分析
し、ホームページで公表し
ている。
昨年度、比較的混雑して
いない午前中の搬出入を促

進するオフピーク搬出入の
モデル事業を新たに実施
し、今年度もさらに取り組
みを強化していく。特にこ
の事業ではシャシーの確保
が重要となり、コンテナを
積んだシャシーを一時保管
するデポの活用や、シャシ
ー自体を確保するシャシー
レンタルなど共同利用の仕

組みを構築していく方針
だ。

―CONPAS予約制導入や
荷役機械の遠隔操作化
など港湾DXの推進
　東京港におけるコンテナ
物流の効率化を進めるた
め、新規ふ頭の整備や既存
ふ頭の再編整備を進めてい
るが、加えてDXを推進し
ている。例えば、コンテナ
搬出入の予約制について
は、今年度、大井ふ頭の一
部ターミナルで通年実施を
開始するとともに、実施タ
ーミナルのさらなる拡大を
図っていく。また、荷役機
械の遠隔操作RTGについ
ては、青海公共ターミナル
で2025年度から順次稼働を
していく予定だ。再編に併
せてソフト面の取り組みも
進め、相乗効果を発揮して
いきたい。
現時点でも物流効率化の
効果は見られるが、今後も
さらにDXを推進すること
で、東京港の効率性や持続
可能性が高まることを期待
している。

―CNP形成に向けた具体
的な取り組みや今後の
計画
　都は、東京港の脱炭素化

を戦略的に推進していくた
め、2023年3月、「東京港
カーボンニュートラルポー
ト（CNP）形成計画」を
策定した。現在、この計画
に基づき、全てのコンテナ
ふ頭を対象に再生可能エネ
ルギー由来の電力を導入す
るなど、脱炭素化に向けた
具体的な取り組みを推進し
ている。また、港湾法に定
められている「港湾脱炭素
化推進計画」の策定に向
け、昨年、学識経験者や港
湾関係事業者などで構成さ
れる協議会を設置し、具体
的な議論を開始しており、
今年度中に公表していくこ
ととしている。今後は、水
素や太陽光発電などの活用
に向けた取り組みを進めて
いく。

―航路誘致、集貨促進に向
けた取り組みをお聞か
せください。
都は東京港埠頭と連携

し、定期的に船会社や港湾
運送事業者、荷主企業と意
見交換する場を設け、利用
者のニーズを汲み取り、都
の施策形成につなげてい
る。荷主の協力を得ながら
進める具体的な取り組みも
進めており、より緊密に連
携できる関係性を構築しつ
つある。特に港以外の部分
については、われわれだけ
で取り組むには限界があ
り、皆様の協力を得なが
ら、進めていく必要があ
る。今後も使いやすい港づ
くりに努め、より多くの荷
主企業にご利用いただける
よう、取り組んでいきた
い。

東京都港湾局長 田中　彰  氏

CT機能強化、DX、SC効率化、脱炭素化などを推進
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東京都では、東京港第9次改訂港湾計画を2023年度に策定、将来的なコンテナ取
扱機能の拡充に向け中央防波堤外側から新海面処分場までコンテナ埠頭を延長する方
針を示している。一方、今年3月には、中央防波堤外側ふ頭Y3の整備推進、大井ふ
頭・青海ふ頭の再編整備の推進、コンテナターミナルの一体運営の推進などの具体策
を盛り込んだ「Tokyo Container Vision 2050」を策定している。首都圏経済を支
え、取扱貨物量の増大が予想される東京港だが、限られた臨海部という条件の中、コ
ンテナ船の大型化と貨物量の拡大への対応に向け、コンテナ港湾機能をさらに強化し
ていかねばならない。4月に就任したばかりの田中彰港湾局長に、現状の東京港と将
来像を聞いた。

狡東京都港湾局

狡東京都港湾局



船舶大型化へ対応し
新ふ頭整備
　計画では、令和10年代後
半に貨物取扱量は外貿が
6,320万トン（うちコンテナ
590万TEU）、内貿4,580万
トン、合計1億900万トン
（ う ち コ ン テ ナ 650万
TEU）になると想定してお
り、それに対応するために
は、抜本的な施設の拡大が
必要とした。加えて、ソフ
ト面の取り組みも進める方
針で、コンテナ搬出入予約
制の導入推進、同仕組みと
ターミナオペレーションシ
ステム（TOS）との連携、
荷役機械の遠隔操作化促進
などを進めるとともに、コ
ンテナターミナルの一体利
用にも取り組む方針だ。
ユーザーに選ばれ国際競
争力が高く使いやすい港に
進化するため、国際基幹航
路の維持や増加する東南ア
ジア航路への対応、国際フ
ィーダー航路網の充実・積
替機能の強化を図るととも
に、増加するコンテナ貨
物、船舶の大型化に対応し
た新たな埠頭を整備し、既
存埠頭を再編整備する。

新海面処分場
　新海面処分場コンテナ埠
頭の機能拡充を新たな計画
の柱として、既定計画であ
る水深16m～16.5mのZ1
（延長420m）に加え、水
深15m～16mのZ0、Z2（延
長600m）の整備を新たに
計画した。これによって総
延長1,820m（Y2～Z2）、
奥行500mの大水深連続バ
ースが完成することにな
る。また青海コンテナ埠頭
でA3～A4ふ頭を岸壁増深
するなど機能拡充を進める
とともに、大井コンテナ埠
頭でO8などの岸壁増深・
拡張など、品川コンテナ埠
頭で岸壁増深・拡張など、
それぞれ機能拡充する。
　またAIなどの最先端技術
の積極的な活用や荷役機械
の遠隔操作化、コンテナタ

ーミナルの一体利用による
限られたヤードスペースの
最適化などにより、ターミ
ナル処理能力を増大させる
とともに良好な労働環境の
確保を図る。また、「サイ
バーポート」による物流の
効率化や貨物情報の見える
化などに取り組んでいく。
一方、内貿ユニットロー
ド・フェリー埠頭では、国
内海上輸送拠点として、モ
ーダルシフトの進展などに
より増加する内貿貨物や船
舶の大型化に対応した新規
ユニットロード埠頭を整備
し、既存埠頭を再編整備す
るとともに、AIなどの最先
端技術の積極的な活用など
により、ヤード内荷役作業
を効率化する。具体的に
は、「中央防波堤内側の内
貿ユニットロードで、新た
にX6、X7（水深9m、総延
長500m）を整備するとと
もに、既存のX4、X5（水
深9m、総延長460m）を総
延長500mに延長する計画
だ。その他、10号地その2
内貿ユニットロード埠頭の
岸壁増深・拡張など機能拡
充、10号地その2内貿多目
的（フェリー）埠頭の機能
強化に取り組む。

青海ふ頭
　青海ふ頭ではすで2022年
に青海のA4ターミナルの
50m延伸工事が終了、岸壁
延長を400mとなり大型船
対応を図っている。現在、
A3ターミナルの再編工事
を進めており、25年度中に
完成する予定だ。また今夏
には遠隔操作タイヤ式門型
クレーン（RTG）8基が納
入予定だ。A3ターミナル
が完成すると、次いで
A0、A1、A2のターミナル
の再整備を順次進めていく
計画となっている。

中央防波堤外側
　一方、中央防波堤外側は
現在、Y1（水深11m、延長
230m、対象船舶2万重量ト

ン、ガントリークレーン3
基）を上組が借り受け、17
年末から供用しているほ
か、Y2（水深16m、延長
400m、対象船舶15万重量

トン、ガントリークレーン
3基）を三井倉庫、日本通
運、住友倉庫、山九の4社
による連合体が借り受け、
20年3月に供用を開始して
いる。これらY2の4社は、
Y2利用以前は青海ふ頭を
利用しており、空いた青海
ふ頭を種地に活用し、現
在、青海CTの再編整備を
進めていることになる。さ
て、現在整備が進んでいる
Y3は、水深が16～16.5m、
全長400m、奥行500mのコ
ンテナターミナルとなる予
定で、27年度中に岸壁とヤ
ードが完成し、28年度に供
用を開始する予定だ。

Y3を種地に
大井ふ頭再編へ
大井コンテナふ頭は全長
2,354m、連続7バース（水
深15m／延長330～354m、
対象船舶5万重量トン）、
コンテナクレーン20基を備
えた一大コンテナ群。背後

には東京都と民間海貨業者
が共同で建設した海貨上屋
が5棟整備されているほ
か、倉庫用地33haには約40
社が進出して最新鋭の物流
センターが稼働している。
東京都は、東京港埠頭と
大井コンテナふ頭の借受者
（日本郵船、商船三井、川
崎汽船、ワンハイライン
ズ）との間で、同ふ頭の再
編整備の必要性について認
識を共有し、その推進に向
け具体的な検討を進めてい
くことについて24年3月に
合意した。関係者間で検討
を進め、再編整備の概要や
実施手順などを具体化して
いく。
今回の再編整備では、東
京港のコンテナ貨
物の約半数を取り
扱う主力コンテナ
ターミナルである
大井コンテナふ頭
について、世界の
主要港湾を見据

え、再編整備により最先端
のふ頭へとリニューアルし
ていく。具体的には、DX
の推進などで港湾物流を効
率化し、機能強化を図ると
ともに、GXを推進し、環
境負荷の低減を実現すると
している。進め方として
は、中央防波堤外側コンテ
ナターミナルY3を工事用
の種地として活用し、順次
大井コンテナふ頭の再編整
備を進めるもので、具体的
な手順は、今後、関係者間
の協議で決定する。28年度
に大井コンテナふ頭の再編
整備に着手、令和10年代後
半（33～37年ごろ）に大井
コンテナふ頭の再編整備を
完了する計画だ。
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　東京都では、東京都港湾審議会の「東京港第9次改訂港湾計画に向けた長期構
想」の答申を受け、東京港第9次改訂港湾計画を策定している。同計画では、将
来的なコンテナ取扱機能の拡充に向け「中央防波堤外側から新海面処分場までコ
ンテナ埠頭を延長、水深15～16mのZ0（延長300m）とZ2（同300m）を整
備するとともに、既存埠頭も再編整備する方針だ。

新海面処分場に大水深連続バース建設新海面処分場に大水深連続バース建設



2035年の中間目標
　東京港における2050年の
将来像の実現に向けた道筋
を明らかにするため、中間
目標「主力ふ頭の大井コン
テナふ頭などを世界最先端
のコンテナターミナルへと
バージョンアップすること
で、コンテナターミナルの
DXや脱炭素化を強力に推
進する」を設定している。
また、この中間目標を実現
することで、新規ふ頭の整
備や既存ふ頭の大規模リニ
ューアルにより、コンテナ
ターミナルの施設能力を大
幅に向上することで、東京
港の潜在的利用ニーズに的
確に対応するとして、約10
兆円／年の経済波及効果を
創出する計画だ。これは第
9次改訂港湾計画の目標年
次（令和10年代後半）の貨
物量650万TEUを達成した
場合の首都圏・東日本に波
及する経済効果となる。
　またコンテナターミナル
の施設能力の向上やコンテ
ナ搬出入予約制の導入など
によるトラックの来場時間
の平準化などで、コンテナ

ターミナル周辺の交通混雑
を解消することで、約87億
円／年の外部不経済（トラ
ックの待機時間を基にした
物流事業の逸失利益）を解
消するとしている。
加えて、水素やグリーン
電力などを燃料とする荷役
機械を全てのコンテナター
ミナルに導入することで、
荷役作業の脱炭素化を加速
し、コンテナターミナルの
約7割（2020年のコンテナ
ターミナルにおけるCO2排
出量からの削減率）のCO2
排出量を削減する。

コンテナターミナルの
機能強化 
（1）新規コンテナふ頭の
整備推進
　東京港では、中央防波堤
外側コンテナふ頭の新規整
備を推進している。Y1は
2017年11月に、Y2は2020年
3月に供用開始しており、
現在、国と連携しY3の整
備を進めている。なお、
Y2・Y3は、高規格岸壁
（全長400m、水深16m）を
有し、基幹航路に投入する

大型船への対応が可能とな
っている。また、Y3整備
の完了によりコンテナふ頭
の施設容量は約45万TEU増
加し、東京港全体の貨物処
理能力の向上に寄与する見
込みだ。
Y3の整備については、28
年度の大井コンテナふ頭の
再編整備の着手に向け、国
と連携し、早期整備完了を
図るとともに、DXや脱炭
素化を強力に推進してい
く。今後も貨物量の動向を
見極めながら、新海面処分
場コンテナふ頭の整備など
により、施設能力の向上を
図るとともに、大型コンテ
ナ船の受入れ体制を強化す
るなど、コンテナふ頭の機
能を拡充していく。

（2）既存コンテナふ頭の
再編整備の推進
　東京都と東京港埠頭は青
海コンテナふ頭の再編整備
を進めており、青海A4タ
ーミナルについては、21年
10月までに工事を完了し
た。現在、青海公共ターミ
ナル（A0～A3）の再編整

備を進めており、25年度に
はターミナルの一部を供用
開始する予定だ。
　また、東京港の主力ふ頭
である大井コンテナふ頭に
ついては、24年3月、東京
都と東京港埠頭、借受者と
の間で、再編整備の必要性
について認識を共有し、具
体的な検討を進めていくこ
とについて合意した。
既存コンテナふ頭の抜本
的な機能強化に向け、①コ
ンテナターミナルの拡張、
②最先端荷役機械の導入な
どによるDXの推進、③水
素やグリーン電力を活用し
た脱炭素化の推進̶̶三つ
の基本方針の下、再編整備

を進めていく。青海公共タ
ーミナルについては、空き
バースとなっている旧A3
ターミナル跡地を活用し
て、29年度の整備完了を目
指し、コンテナヤードなど
の再編整備を進める。ま
た、再編にあわせて、管理
棟から遠隔操作が可能な
RTGを導入する。さらに、
今後の貨物量の動向などを
踏まえながら、さらなる拡
張について検討していく。 
大井コンテナふ頭につい
ては、最新鋭の荷役機械・
設備を導入するとともに、
コンテナふ頭南側に隣接す
る大井水産物ふ頭の冷蔵倉
庫群の移転跡地やコンテナ
ふ頭背後の民間所有地をコ
ンテナふ頭の機能強化のた
めに活用することなどによ
り、世界の主要港を見据え

た最先端のコンテナふ頭へ
とバージョンアップする方
向で、具体的な検討を進め
ていく。また、ターミナル
周辺道路の機能改善につい
ても、検討を進めていく。
さらに、将来のコンテナ船
のさらなる大型化を見据
え、岸壁の増深など必要な
対応を検討していく。今
後、品川コンテナふ頭につ
いては、入港するコンテナ
船や取扱貨物量の動向など
を踏まえて、適切な対応を
検討していく。

（3）コンテナターミナル
の一体運営の推進
　現在は、岸壁やガントリ

ークレーンなどの施設を借
受者が専用的に利用、繁閑
の状況に応じ、施設利用を
融通するなど柔軟な運用が
困難となっている。また、
借受者ごとに事務所や入退
場ゲートなどを設けている
ため、コンテナふ頭全体で
見た場合、スペースが有効
に活用されていないという
課題もある。さらに、ター
ミナルがフェンスで仕切ら
れているために、ターミナ
ル間でコンテナを移動する
際は、背後の公道を介した
横持ち輸送に頼らざるを得
ず、輸送コストの増大に加
え、ゲート前混雑に拍車を
かけている。船会社や荷主
企業は、複数のターミナル
の一体運営で、荷役時間の
短縮や外航船と内航船との
間の円滑な接続・積み替え

を実現することを要求して
いる。
コンテナふ頭の限られた
スペースや施設などを効果
的に活用するとともに、モ
ーダルシフトの促進に向
け、外航船・内航船間の円
滑な積み替えなどの環境を
整備するため、ターミナル
オペレーターや東京港埠
頭、国などの関係者ととも
に、複数ターミナルの一体
運営に関する検討を具体的
に進めていく。将来は、コ
ンテナふ頭全体での一体運
営を図るなど、スケールメ
リットを最大限に活かした
効率的かつ最適なターミナ
ル運営を実現していく。

（4）コンテナ関連施設の
配置の最適化
　東京港では、バンプール
やシャシープール、車両待
機場などのコンテナ関連施
設を順次整備してきたた
め、港内に施設が点在して
いる状況だった。東京都は
大井・城南島地区に約21ha
の用地を埋立造成し、16年
度から17年度にかけてバン
プール・シャーシープール
を移転・集約するなど、配
置の最適化を図った。一
方、一部のコンテナふ頭で
は、依然としてバンプール
や車両待機場がターミナル
から離れた場所にあるた
め、港内でのトラックの動
線が非効率となり、交通混
雑の一因となるだけでな
く、CO2排出量が増加する
ことで環境負荷の増大にも
つながっている。
今後、ターミナルの再

編・拡張を進める中で、タ
ーミナル内や直背後地にバ
ンプール・車両待機場を設
置するなど、ターミナルや
コンテナ関連施設がより効
率的に利用できるような場
所へと配置転換を図ってい
く。
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「Tokyo Container Vision 2050」
世界最先端CTへ機能向上／10兆円の波及効果

物流があるから、 世界はいつも新しい。
モノを作っている人がいて、売っている人がいる。

そこには必ず「つなげる人」がいる。正確に、丁寧に、安全に。
あなたの手元から、新たな景色を広げるために。

ヒト、モノ、コトの接点を生み出す。ケイヒングループ。

　東京都港湾局は、中央防波堤外側ふ頭Y3の整備推進、大井ふ頭・青海ふ頭の再編整
備の推進、コンテナターミナルの一体運営の推進などからなる「Tokyo Container
Vision 2050」を策定した。



DXの推進
（1）ターミナルオペレー
ションの高度化の推進
　青海コンテナふ頭では、
遠隔操作が可能なRTGの導
入に加え、最先端のデジタ
ル技術を活用した高機能ゲ
ートの導入を検討するな
ど、DXを推進した効率的
なターミナルの構築に向
け、関係者間で協議を進め
ていく。また、大井コンテ
ナふ頭については、世界の
主要港を見据え、最先端の
荷役機械を導入するなど、
DXを強力に推進する方向
で、関係者と具体的な検討
を進めていく。さらに、
Y3についても、DXを強力
に推進する方向で、関係者
と具体的な検討を進めてい
く。
今後、コンテナ自動搬送
機（AGV）など世界の主
要港で導入している最先端
技術について研究を深め、
関係者と調整の上、ターミ
ナルオペレーション全般に

ついてDXを強力に推進
し、世界最高水準のスマー
トターミナルを構築してい
く。

（2）コンテナ搬出入予約
制の推進
22年度からは、トラック
の来場時間の平準化によ
り、ターミナル周辺の混雑
を解消することを目的とし
て、国やターミナルオペレ
ーターと連携を図りなが
ら、国土交通省が開発した
CONPASを活用したコンテ
ナ搬出入時間の事前予約制
の導入を進めている。予約
制では、ターミナルやトラ
ック事業者など関係者の習
熟を図りつつ、円滑に導入
を進めていく観点から、実
施期間を区切って効果や課
題を検証しながら、実施タ
ーミナル数や実施期間など
の規模を段階的に拡大して
いる。
東京港における予約制の
普及促進に向け、一部のタ

ーミナルにおいて、実施期
間を区切らない、通年での
運用に取り組んでいくとと
もに、引き続き、導入ター
ミナルなどの拡大を図り、
2035年までに全てのコンテ
ナターミナルに予約制を導
入していく。

（3）予約情報などを活用
したオペレーションの効
率化
コンテナ貨物の予約情報
などを活用したターミナル
オペレーションの効率化
や、ICカードなどを活用し
たゲート処理業務の効率化
を推進していく。今後、港
湾関係事業者や物流関係事
業者などと連携しながら、
AIなどの最先端技術を活用
し、ターミナルオペレーシ
ョンのさらなる効率化を図
るとともに、さまざまな情
報プラットフォームを積極
的に活用し、本船の入出港
情報やコンテナ貨物の情
報、トラックの位置情報な

どを関係者で共有すること
で、サプライチェーン全体
のさらなる効率化を図って
いく。

サプライチェーンの効率化
（1）オフピーク搬出入の
促進
　東京都は、トラックの来
場時間の平準化のため、荷
主企業の協力を得ながら、
配送サイクルを変更し、空
いている時間帯にコンテナ
搬出入する「オフピーク搬
出入」を推進している。24
年度は、荷主企業を対象と
して、午前中に搬出入する
輸送モデルの波及を目的と
した「オフピーク搬出入モ
デル事業」に取り組み、待
ち時間の短縮や輸送の効率
化に一定の効果があること
が確認できた。
オフピーク搬出入をさら
に推進するため、コンテナ
ふ頭の近くに新たに「東京
港デポ」を整備することを
検討するとともに、集中的
にターミナルとのコンテナ
搬出入する「オフピークシ
ャトル輸送事業」を構築し
ていく。また、トラック輸

送の効率性をさらに高める
ため、トラック事業者がシ
ャシーを共同で利用する仕
組み（レンタルシャシー）
を検討するなど、荷主企業
やトラック事業者、港湾関
係者などと連携しながら、
具体的な取り組みを進めて
いく。

（2）内航船や鉄道輸送と
の連携強化
　内航コンテナ船の円滑な
受け入れと迅速な荷役作業
を可能にするため、ターミ
ナル関係者と緊密に連携
し、ターミナルを一体運営
するなど、最適な方策を検
討していく。また、鉄道輸
送のネットワーク拡充と鉄
道駅における貨物取扱能力
の増強に向け、鉄道事業者
の取り組みを促進すること
で、国内各地との物流連携
を強化していく。

（3）コンテナ情報の発信
強化
　東京港においては、トラ
ック事業者がリアルタイム
の交通情報や予約システム
を活用して、コンテナター

ミナルの混雑状況を事前に
把握することで、ピーク時
を避けて搬出入することを
促し、貨物の搬出入円滑化
のため、ターミナル周辺の
道路にWEBカメラを設置
し、東京港ポータルサイト
上で道路状況を公開してい
る。同サイト上では、ター
ミナルごとのゲートオープ
ン時間や港湾エリアにおけ
る工事情報などを掲載する
など、トラック事業者に必
要な情報を常時発信してい
る。また、トラックにGPS
端末を搭載し、GPSで収集
した位置情報などのデータ
を活用することで、ターミ
ナルに入場するまでの所要
時間などをリアルタイムで
公表する混雑状況の見える
化にも取り組んできた。24
年11月からは、荷主や物流
事業者にターミナル毎の混
雑状況をさらに分かりやす
く配信するため、ターミナ
ル毎の時間帯別・曜日別・
月別の混雑傾向を分析し、
東京港ポータルサイトで公
表している。
今後、GPSで収集したト
ラックの運行データやター
ミナルにおけるコンテナ荷
役の情報などを詳細に分析
した上で、AIなどの技術を
活用して、時間帯ごとの混
雑状況を予測するシステム
を構築し、関係者に必要な
情報を提供していく。
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本　　社　〒231-0021  横浜市中区日本大通7番地
　　　　　TEL.045-671-5330㈹　FAX.045-671-5333
東京本社　〒105-0022  東京都港区海岸1丁目15番1号
　　　　　TEL.03-6402-7720㈹　FAX.03-6402-7721
    https://www.suzue.co.jp

代表取締役　　　　鈴江　真由
代表取締役社長　　田留　　晏

　東京都港湾局は、「Tokyo Container Vision 2050」で、東京港のコンテナ
ふ頭の目指すべき方向性として、機能強化を大胆に進めていくことで、世界トップ
クラスの効率性やサステナビリティを実現し、グローバルサプライチェーンの中核
として、日本の経済成長をけん引し、国民生活を守るという「2050年の将来
像」を描いている。同ビジョンでは、コンテナターミナルの機能強化に加え、DX
推進とサプライチェーンの効率化を掲げている。

●東  京  本  社 ●横  浜  支  店 ●松  山  支  店
03(3642)3255 045(201)0825 089(979)4490

●品 川 営 業 所 ●大 井 営 業 所 ●海外駐在事務所
03(3474)9222 03(5492)7443 （ベトナム/ダナン・韓国/釜山）

○海外法人　PT.DAIICHI KOUN INDONESIA（インドネシア/スラバヤ）
DAIICHI KOUN (THAILAND) CO., LTD（タイ/バンコック）

Website:https//www.daiichi-koun.com

一般港湾運送事業・通関業・国際複合輸送業

第一港運株式会社
Daiichi Transportaton & Terminal Co., Ltd.

代表取締役社長 岡　田　幸　重

総合物流で日本と世界を結ぶ
第一港運は物流のトータルプランナーとして
お客様のニーズに即した質の高いサービスを

ご提供いたします。

SC効率化でコスト削減とリードタイム短縮



　東京都港湾局は2024年東
京港港勢（速報値）を発
表、これによると外貿コン
テナ取扱個数（輸出入・実
空合計）は、前年比2.1％増
の417万TEU、内貿コンテ
ナ取扱個数（移出入・実空
合計）は8.8％増の 53万
TEU、外内貿合計のコンテ
ナ取扱個数は2.8％増の470
万TEUとなった。
外貿コンテナ（実空合

計）は、輸出が0.5％減の
188万8,808TEU、輸入が
4.4％増の228万514TEUだっ
た。うち輸出の実入りコン
テナは8.5％減の82万5,154
TEU、輸入の実入りは
6.1％増の226万1,042 TEU、
空コンテナは輸出入合計で
3.1％増の108万3,126 TEU。
　外貿コンテナ貨物を主要
国別にみると、輸出は米国
が6.2％増の281万トン、中
国が4.6％減の187万トン、
ベトナムが11.5％減の93万
トン、台湾が2.4％減の80万
トン。一方、輸入は中国が
4.7％増の1,544万トン、米国
が0.2％減の279万トン、ベ
トナムが12.7％増の233万ト
ン、タイが0.1％増の206万
トン。
海上貨物全体では、外

貿貨物の輸出が1.5％減の
1,113万トン、輸入が2.3％
増の3,396万トン、合計で
1.4％増の4,509万トン。内
貿貨物は移出が0.2％増の
1,399万トン、移入が0.9％
増の2,382万トン、合計で
0.7％増の3,781万トン。

外貿貨物の輸出を主要国
別にみると、米国向けが
6.2％増の281万トン、中国
向けが4.0％減の189万ト
ン、ベトナム向けが9.4％
減の102万トン、台湾が
3.3％減の84万トン。輸出を
品目別にみると、その他工

業品が3.9％増の182万ト
ン、産業機械が4.6％減の
169万トン、再利用資材が
11.5％減の122万トン、自動
車部品が8.4％減の114万ト
ン、電気機械が0.1％減の73
万トン。
一方、輸入を主要国別で
みると、中国が4.8％増の
1,552万トン、米国が2.1％
減の284万トン、ベトナム
が12.7％増の233万トン、タ
イが0.1％増の206万トン、
韓国が1.8％減の160万トン
だった。輸入の品目別で
は、衣服・見廻品・はきも
のが2.7％増の456万トン、
電気機械が1.4％増の341万
トン、製造食品が3.1％増
の260万トン、その他化学
工業品が8.4％増の238万ト
ン、家具装備品が7.9％増
の202万トン。

　2024年の入港船舶は、前
年比1.6％減の2万1,246隻、
1.4％減の1億5,482万総ト

ン、うち外航船が2.0％減
の4,850隻、0.9％減の1億
926万総トン、うちコンテ
ナ船が2.5％減の4,635隻、
4.4％減の1億243万トン、
内航船が1.5％減の1万6,396
隻、2.7％減の4,556万総ト
ンだった。
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Q1 東京港の将来像におけ
る貴社の役割について
2024年度から10年間を見
据 え た 経 営 ビ ジ ョ ン
「 CONNECT TO THE
FUTURE」と、半期5年間
における具体的な取り組み
を示す経営戦略（第6期中
期経営計画、24年度～28年
度）を昨年策定している。
東京都の「第9次改訂港湾
計画」に策定時期を合わせ
るとともに、中期経営計画
の期間も、10年後を目標年
次としている港湾計画の折
り返し点に合わせ、従来の
3年間から5年間に変更して
いる。その上で自分たちの
事業ごとに立ち位置を見極
め、部署ごとに仕事を分析
し対策を立案、事業計画の
策定に反映するアプローチ
に変更した。また事業計画
の目標については可能な限
りKPIを設定、定量的な指
標により取組状況を可視化
することで、個々の社員が
達成・進捗状況を把握しや
すい形とした。これによっ
て社員のモチベーションの
向上につなげるとともに、
PDCAサイクルによる確実
な進捗管理に取り組んでき
ている。
中身については、物流の
2024年問題をはじめ、少子
高齢化など、人手不足ばか
りではなく、自然災害など
リスクへの対応、DX活用
による効率化、脱炭素化な
どに取り組み、東京港を未
来につなぐ「CONNECT
TO THE FUTURE」を経
営ビジョンのキャッチフレ
ーズにした。臨海部の最前
線で東京港の重要インフラ
を支えていくことが当社の
役割だと考えている。主力
事業である外貿埠頭事業は
「Smart & Innovation」、
スポーツ施設や海上公園、
クルーズターミナルなど、
指定管理者とし実施してい
る事業を「Diversity &
Inclusion」とし、この二つ
の基幹事業に横ぐしをさす
形で、環境へ取り組む
「Sustainable」、安全安心
へ 取 り 組 む
「Resilience」、会社経
営、財務基盤を強化する
「Governance」という5つ
の観点から経営ビジョンを

策定している。
主力の外貿埠頭事業で

は、DXによる最先端ター
ミナルを目指し進化し続け
る、未来創造港湾、東京港
をつくることを目指してい
る。取扱量の増大、船舶の
大型化へ対応を進めるた
め、現在中央防波堤外側に
Y3コンテナターミナルを
整備するとともに、青海、
大井ふ頭のコンテナターミ
ナルの再編整備で機能強化
を図っていく。またコンテ
ナターミナル周辺の交通混
雑、労働環境の改善に向
け、ターミナル情報のリア
ルタイム発信や、混雑傾向
の分析・公表などに引き続
き取り組むとともに、国土
交通省が開発・運営してい
るCONPASを活用したコン
テナ搬出入の予約制事業
を、今年度さらに拡大を目
指していく方針だ。
一方、指定管理事業で

は、インバウンドの回復、
クルーズ客船の寄港も増加
基調にあり、長年培ってき
た当社独自のノウハウを最
大限に生かし、創意工夫を
こらした適切な管理運営
と、高品質なお客様サービ
スを提供し、にぎわい創出
とホスピタリティを発揮
し、多様性あふれる快適な
臨海部の進化につなげてい
く考えだ。
　東京港はコンテナターミ
ナルを抱えつつ、ビジネス
の中心地に近く、いこいの
場も近接しているという、
世界に例を見ない、都市型
総合港湾というユニークな
存在だ。当社の事業を通じ
て、東京港の魅力を発信
し、東京港、臨海地区の持
続的発展につなげていく。

Q2 大井、青海コンテナふ
頭の再編や中央防波堤
外側の整備計画

　青海コンテナターミナル
の再編整備を進めている
が、すでに2022年に青海の
A4ターミナルの50m延伸
工事が終了、岸壁延長が
400mとなり大型船への対
応を図った。23年度には青
海のA0～A3ターミナルの
公共ターミナルの整備に着
手、A3ターミナルは今年
度中にヤード部分の整備が

完了する予定だ。それに先
んじて、遠隔操作タイヤ式
門型クレーン（RTG）8基
が納入される予定だ。今ま
で青海ふ頭ではストラドル
キャリア方式だったが、今
後はすべてRTG方式に切
り替える計画で、その第一
弾となる。これらRTGは
燃料電池（FC）に換装可
能なハイブリッド型で、計
画では、遠隔操作ハイブリ
ッドRTGは全部で26基の納
入が予定されている。A3
の整備が完了すると、次は
A0、A1、A2の順で整備を
進め、29年度までにすべて
再整備が終了する計画だ。

一方、大井コンテナふ頭
については、すでに24年3
月に当社と東京都、借受者
（日本郵船、商船三井、川
崎汽船、ワンハイライン
ズ）との間で再編整備の実
施に向け、具体的な検討を
進めていくことについて合
意しており、現在、どのよ
うに再編を進めていくのか
関係者間で協議している。
また大井ふ頭の後背地につ
いても都が買い上げる方針
を示しており、土地所有者
と合意に至れば、ターミナ
ルの奥行を拡張することが
できる。ターミナルを有機
的かつ効率的に利用できる
ようになれば、母船のみな
らず、内航船なども寄港で
きるようになり、バースポ
ッピングなどもなくなり、
モーダルシフトに対応でき
るターミナルが誕生するこ
とになる。大井コンテナふ
頭の28年度からの再編整備
には、中央防波堤外側コン
テナふ頭Y3の整備完了が
必要であり、再編整備に確
実に着手できるよう、国が
岸壁を整備中である。ま

た、Y3では、都からDX・
脱炭素化推進のためのサポ
ートを得て、当社が遠隔操
作RTGを整備する方針
だ。

Q3 CT周辺の混雑状況の見
える化システムやオフ
ピ ー ク 搬 出 入 、
CONPAS搬出入予約制
事業など、交通混雑緩
和に向けた取り組み
東京港のコンテナターミ
ナルに関する各種情報（ゲ
ート関連や工事など）やコ
ンテナふ頭周辺道路に関す
る情報（ライブカメラ映
像、コンテナターミナルま
での所要時間）などを港湾
関係者や物流関係者向けに
提供しているWEBサイト
「東京港ポータルサイト」
を24年11月にリニューアル
した。画面のレイアウトな
どを大幅に刷新し、各種コ
ンテンツの視認性と回遊性
の向上を図るとともに、ス
マートフォンでも見やすい
デザインに変更した。また
コンテナターミナル別の混
雑傾向の公表を開始、月毎
の時間帯別、曜日別、月別
の平均待機時間（ターミナ
ルに入場するまでの時間と
ターミナルでの滞在時間の
合計）を毎月、同サイト上
で公表しているが、利用者
からは非常に役立つと好評

を得ている。
　また東京港では、24年度
から混雑時間帯を避けたオ
フピーク搬出入のモデル事
業に取り組んでおり、北関
東の内陸コンテナデポ
（ICD）を利用した複数企
業連携によるドレ―ジ輸送
なども展開している。25年
度も規模を拡大するととも
に、デポを活用したシャト
ル輸送などの新たな取り組
みも進める予定だ。また、
シャシーレンタルの仕組み
なども並行して進めてい
く。加えて国土交通省が開
発・運営しているCONPAS
を活用したコンテナ搬出入
予約制事業に取り組んでい
るが、25年度もCONPASを
導入するターミナルの拡大
を進めるとともに、一部タ
ーミナルでの通年実施を目
指す。昨年後半から外貿コ
ンテナ取扱量も増勢を強
め、今年1～2月累計は前年
同期比5.5％増と好調で、効
率化による混雑対策は重要
性を増してきている。

Q4 再生可能エネルギー由
来の電力導入や荷役機
械の脱炭素化などCNP
へ向けた取り組みにつ
いて
国際競争力を向上させて

いく中で、その源泉はター
ミナルの整備はもとより、
質の高い労働力、高度な荷
役機器による効率的な港湾
オペレーション、そして重
要なのは環境対応を確実に
進めていくことにある。24
年4月から東京港における
全てのコンテナふ頭に再生
可能エネルギー由来の電力
を導入するとともに、大井
コンテナふ頭では、太陽光
発電パネルをゲート棟屋上
などに設置している。
　また、大井コンテナふ頭
6～7号では、タイヤ式ヤー
ドクレーン（RTG）に燃料
電池（FC）を実装し、日
本初となる水素を燃料とし
たRTGによる荷役作業を実
施した。RTGのディーゼル
エンジン発電機をFC発電
装置へ換装し、発電時に
CO2を排出しない水素を燃
料としながら、換装前と同
等の荷役能力を得られるか
を検証した。
新たに整備している中防
外のY3も太陽光発電パネル
の設置や荷役機器の脱炭素
化を進めていく方針だ。青
海ふ頭でもFC換装型RTG
の導入を進めていく計画
で、今後もターミナル全体
での脱炭素化に取り組んで
いく方針だ。
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東京港埠頭株式会社 社長 服部 浩 氏

交通混雑対策や環境負荷低減への対応も進む
　中央防波堤外側のY3コンテナターミナルの整備が進むとともに、青海ふ頭のコンテナターミナルの再編
整備も進めており、A3ターミナルが今年度稼働予定で、さらに大井ふ頭の再編についても検討を進めてい
る。これらハード面の機能強化に加え、ターミナル周辺の交通混雑への対応に向け、さまざまな取り組み
を進めるとともに、2050年のカーボンニュートラルに向けた環境対策も積極化させてきている。東京港
埠頭の現状の取り組みと今後の計画を、服部浩社長に聞いた。

一般社団法人東京港運協会
会　　長 鶴 岡 純 一
副 会 長 松 川 一 裕
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副 会 長 岡 田 幸 重
副 会 長 椎 野 和 久
副 会 長 髙 木 延 康
専務理事 笹 川 文 夫
常務理事 今 村 秀 彦
事務局長 近 田 毅 彦
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CNP形成計画から
推進計画へ
東京都では「東京港カー
ボンニュートラルポート
（CNP）形成計画」を23年
3月に策定し、2030年にCO2
排出量を2000年比50％、31
万トン削減し27.6万トンと
し、2050年にCO2排出実質
ゼロとするため、脱炭素化
に向けた取り組みを推進し
ている。CNP形成計画は、
東京都など行政の取り組み
が中心だが、東京港のCO2
排出量の9割以上を民間事
業者が排出しており、目標
実現のためには、民間事業
者と一層連携・協力して、

脱炭素化に取り組む必要が
ある。
東京港を利用する事業者
や関係団体、行政機関とと
もに脱炭素化を一層加速す
るため、現在のCNP形成計
画を港湾法に基づく「港湾
脱炭素化推進計画」にアッ
プデートすることとし、官
民合同で法定の協議会であ
る「東京港カーボンニュー
トラルポート（CNP）推進
協議会」を2024年12月に設
置した。協議会での計画策
定を通じ、脱炭素化に向け
たロードマップなどを検討
するとともに、港湾法に規
定された制度（脱炭素化促

進事業や脱炭素化推進地
区）を活用し、民間事業者
との連携・協力を深めるこ
とで、脱炭素化を加速する
ための体制を構築していく
方針だ。
　2050年のカーボンニュー
トラルを実現するため、東
京港ではコンテナターミナ
ルを含む港湾エリア全体の
脱炭素化に向け、積極的に
施策を展開していく。

全コンテナふ頭に
再生可能エネ導入
コンテナふ頭の荷役作業
などで使用している電力の
脱炭素化を図るため、東京

港埠頭と東京都港湾局は、
24年4月から東京港におけ
る全てのコンテナふ頭に再
生可能エネルギー由来の電
力を導入した。導入したふ
頭は、大井コンテナふ頭
（品川区八潮1丁目）、青
海コンテナふ頭（江東区青
海3丁目）、品川コンテナ
ふ頭（品川区東品川5丁
目）、中央防波堤外側コン
テナふ頭（大田区令和島1
丁目）。導入する電力は、
再生可能エネルギーなどの
非化石電源で発電した環境
価値を証書化した非化石証
書による100％実質再生可
能エネルギー由来電力で、
これを活用することによ
り、実質的に再生可能エネ
ルギー由来の電力とみなす
ことができる。電力使用量
は年間約7,000万kwh。年間
約3万トンのCO2の排出削減
効果が期待できる（一般家
庭の年間CO2排出量の約1万

2,000世帯分に相当）。

荷役機械の
FC化プロジェクト
東京港のコンテナふ頭か
ら排出されるCO2の多くが
荷役機械由来のものである
ため、東京都はこれまで、
関係者と連携して、ハイブ
リット型RTGの導入やガン
トリークレーンのインバー
タ制御化の推進など、省エ
ネルギー化に取り組んでき
た。今後さらに脱炭素化を
推進するためには、荷役機
械の燃料について、軽油な
どの化石燃料からCO2を排
出しない、水素やグリーン
電力、バイオ燃料など新た
なエネルギーへと転換して
いくことが必要だ。
都は東京港におけるすべ
てのRTGの動力源を水素燃
料電池（FC）に転換する
ことを目的に、23年度から
RTGの導入費用の一部の支

援を開始している。同補助
金は、民間事業者がFC換
装型RTGなどを導入する場
合の費用の一部を都が支援
することで、荷役機械にお
ける水素エネルギー利用の
普及促進を図るもので、補
助対象は東京港のコンテナ
ふ頭の「借受事業者」と
「借受事業者の同意を得た
港湾運送事業者」など。
今後は、将来の水素の大
規模な供給体制の構築を見
据え、各種大型荷役機械の
水素活用に向けた実証を継
続、水素の充填時間と稼働
時間の関係や必要な供給設
備の検討、効率的な燃料供
給方法などの検証を進めて
いく。また、2050年カーボ
ンニュートラルの実現に向
け、水素はもとより、グリ
ーン電力やバイオ燃料など
多様なエネルギーを活用
し、荷役機械の脱炭素化を
進めていく。

　一般社団法人日本海事
検定協会の分析センター
は、昭和30年（1955年）に
東京と大阪の2箇所に開設
された。それ以来、国内
外の主要港での港湾業務
の拡大と幅広いネットワ
ークを活用した事業活動
によって、石油・石炭・
鉄鉱石・食品など、国民
生活にとって必要不可欠
な輸出入貨物の品質分析
の実績を積み上げ、その
間、分析技術を向上させ
つつ顧客ニーズに応えて
きた。横浜・大阪の分析
センターを始めとして、
石狩（平成15年）、苫小牧
（同年）、千葉（平成24
年）、名古屋（同25年）の
4箇所にサテライトラボが
ある。
このうち横浜分析セン

ターは、近年、事業規模
が急拡大してきたことで
分析センターが手狭とな
り、スペースの確保が緊
急の課題となっていた。
そうした状況にあって、
平成25年2月に協会創立100
周年を迎えることとな
り、その記念事業の一環
として、横浜市鳥浜地区
に新たな分析センターを
建設し、平成26年2月に移
転を完了し、分析業務を
開始した。
　分析センターでは、輸出
入貨物の品質分析を主な業
務として行っている。取扱
品目は、鉄鉱石、石炭、石
油、化学品原料、及び食品

と多岐にわたっており、国
内外から当分析センターに
送付される品物の種類は、
着実に増加している。ま
た、貨物にトラブルが起こ
った場合の原因調査につい
ては、最新機器と各分野に
精通した専門スタッフで
様々な要望に迅速・的確に
対応している。
　今後も、国内外を問わ
ず、従来の業務に加えて
資源・エネルギー、及び
食品分野の安全と安心を
重要テーマとして、積極
的に取り組んでいく。
わが国を取り巻く社会

環境の変化に対して、分
析機関に求められる役割
は益々重要となる。目覚
ましい進歩に伴い多様化
している資源エネルギー
及び食品に関わる分析の
経験と知識を更に深めて
いくとともに、顧客の目
線を忘れずに国内外の社
会変化を先取りして、一
歩踏み込んだサービスを
提供していく姿勢を全面
に打ち出す。
　同協会は、輸出入食品
や貨物の安全と安心を守
ることに加えて、視野を
広く保ち、情報発信力を
強化して、「これまでの
100年からこれからの100
年」を見据え、経営理念
である「信頼のブランド
NKKK」をあらゆる事業
活動の原点におき、国際
社会への永続的な貢献を
目指す。

日本海事検定協会（NKKK）
分析センター（横浜）
国際社会への永続的貢献を目指す

“国際総合分析機関”

（写真　エスエス東京　島尾  望）

https://www.nkkk.or.jp

　東京港は、水素などの次世代エネルギーや太陽光・風力で発電したグリーン電力
などを活用することで、環境負荷の少ない持続可能な「ゼロエミッションターミナ
ル」へと転換を遂げることを目指し、脱炭素化の取り組みを進めている。




